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沿岸海洋・防災研究部の概要
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海洋環境・危機管理研究室 内湾域の生態系の保全・再生・創出手法の開発、環境
モニタリングの実施と評価に関する研究および港湾
の機能継続のあり方、物流の効率化と国際輸送保安
対策のあり方に関する研究を行っています

沿岸防災研究室 津波や高潮による被害評価・減災方策の研究、確実
な避難を実現するためのハザードマップの高度化な
どに取り組んでいます

沿岸域システム研究室 産業、輸送、漁業、生活などの人間活動と自然システ
ムを調和させ、沿岸域を総合的に利用していくため
の沿岸域のあり方を研究しています

沿岸海洋新技術研究官

津波・高潮災害研究官
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脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化
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ブルーカーボンのメカニズム
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沿岸環境保全技術における炭素貯留効果を最大化する手法の開発
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研究の概要

脱炭素化の推進に向けて、沿岸生態系を活用した炭素吸収源対策であるブルーカー
ボンの推進のため、有機物を含む浚渫土砂を干潟・藻場造成に活用し、炭素貯留量が
高い造成干潟の造成方法を開発する。

① 造成干潟・藻場に活用した
浚渫土砂中の炭素の残存
率の算定

② 炭素残存率と諸条件の関
係の整理

③ 炭素貯留効果を考慮した造
成干潟・藻場の造成方法の
開発



研究の背景・課題
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• 地球温暖化抑制として温室効果ガスの削減は世界的な課題

• カーボンニュートラルポート（2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン戦略）の実現
に向けて様々な技術開発が必要． CO2排出ネットゼロを目指すためには，排出源対策
（排出量の削減）だけでなく，吸収源対策が不可欠

• 沿岸域における吸収源対策としてブルーカーボンが注目されている．

• ブルーカーボンとは，沿岸域における新たな吸収源であり，海草・海藻など海の生
物の作用で海中に取り込まれる炭素ことである．

このブルーカーボンを推進し，干潟・藻場全体の炭素貯留効果を高めるため，次のことを考える

干潟・藻場のブルーカーボン効果
造成藻場全体における
炭素貯留効果の最大化を図る

浚渫土砂による炭素の封じ込め

CO2

藻場・干潟造成

浚渫土砂
の活用

沿岸環境保全技術における炭素貯留効果を最大化する手法の開発



研究内容① 造成干潟・藻場に活用した浚渫土砂中の炭素の残存率の算定
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【目的】
• 炭素残存率の算出（一次調査）
【具体的な実施事項】
• 現地調査

• 完成後10年以上経過した既往の複数の造成干潟・藻場の炭素量（TOC）を測定
• 施工時の炭素量と比較し，残存率を算出

基本事項 好気条件（酸素がある）：有機物が分解されCO2排出
嫌気条件（酸素がない）：CO2排出しない．ただしCH4排出の懸念あり

造成干潟

潮位により，干出・
冠水を繰り返し

炭素残存率＝
施工時（浚渫時）の浚渫土砂中の全有機炭素量（TOC）（㎎/g）

現状の浚渫土砂中の全有機炭素量（TOC）（㎎/g）

好気・嫌気状態
が変動

造成藻場

常に水没状態 嫌気状態

沿岸環境保全技術における炭素貯留効果を最大化する手法の開発



研究内容② 炭素残存率と諸条件の関係の整理

14

【目的】
• 造成干潟・藻場における，炭素残存率の高い条件の抽出（二次調査）
【具体的な実施事項】
・現地調査

• ①の調査結果を踏まえて，複数の造成干潟・藻場を抽出
• 異なる造成干潟・藻場間における，炭素残存率と条件の関係を整理
• 同じ干潟・藻場内で，鉛直・水平方向のデータを取得し，環境条件の違いを整理

• 室内実験
• 実験室内における種々の条件下における，有機物分解，CO2，CH4排出量の測定

覆砂

浚渫土砂の種類（有機物量，粒径）

例）干潟の場合

覆砂・浚渫土砂界面
の水深と平均水面の関係

鉛直・水平方向の差（酸化還元電位等）

潜堤の
透水性

覆砂厚さ

地下水
の有無

・下記の種々な項目を複数の干潟で比較

1
‐3
m 浚渫土砂

満潮時

干潮時

沿岸環境保全技術における炭素貯留効果を最大化する手法の開発



研究内容：③ 炭素貯留効果を考慮した造成干潟・藻場の造成方法の開発
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【目的】
• 炭素残存率が高く，かつ，ブルーカーボン生態系による炭素貯留量が高い造成干潟・
藻場の造成方法の開発

【具体的な実施事項】
• 「②の検討による炭素残存率が高い条件」と「良好な生物の生息環境および海草・海藻
の生育環境」を考慮した造成方法（設計，施工方法等）を提案

炭素残存率が高い

良好な生物の生息環境
良好な海草・海藻の生育環境

目指す造成手法

炭素貯留効果を最大限化

浚渫土砂に
よる高い封
じ込め効果

ブルーカー

ボン生態系
に よ る 高
い炭素貯
留量

・トレードオフ
・両立性
の関係の検討

沿岸環境保全技術における炭素貯留効果を最大化する手法の開発



関連施策：グリーンインフラを活用した自然共生地域づくり（生態系ネットワークの保全・再生・活用、CO2 吸収源の拡大）
港湾・海事分野におけるカーボンニュートラルの実現、グリーン化の推進（カーボンニュートラルポート（CNP）形成の推進）
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• 温室効果ガスの沿岸域における吸収源としてブルーカーボン（BC）（海草・海藻など海の生物の作用で海中に
取り込まれる炭素）が注目されている。

• BC生態系は多様な環境価値をもっているが，その環境価値を定量的に示すことができなかった。
• 国総研では，沿岸域の多様な環境価値を定量的に評価（見える化）する新しい評価手法を開発した。

■BC生態系が持つ多様な環境価値
■自然を基盤とした解決策
（Nature-based Solutions）
■グリーンインフラ

ブルーカーボン生態系の環境価値の定量化に関する研究
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水産物現存量（g/m2）

商用の漁獲資本（漁業者、漁具等）

非商用の漁獲資本（潮干狩り客、施設等）

水産物の漁獲量

（ｔon/ha/年）

【市場価格法】

食料供給の便益（円/ha/年）

水産物の漁獲

ポテンシャル

（ｔon/ha/年）

水産物（食料）

に対する欲求

基盤の安定性

基盤環境の管理

種の保護活動幼生の供給

生息場の維持

生物の死亡・

活性低下

良好な餌環境

一次生産の増加

再生産

赤潮の発生

復元力

凡例

利用規制

（潮彩の渚等）

自然システム 社会システム

圧力

捕食・競合種の存在

貧酸素の発生

青潮の発生

一次生産の増加

■多様な環境価値の包括的評価手法の開発
◆環境価値の得点化手法の開発

◆環境価値の重み付け手法の開発 （比較評価法）

■環境価値の「見える化」（評価事例）

• 場所によって環境価値のバランスは異なる
• A干潟において，全環境価値に対する温暖化
抑制の環境価値の割合は22％
• 78％が相乗便益（co-benefit）

evidence-
basedな評価

A干潟 B干潟

• BC生態系には，このようなコベネがある利点を
活かし，地球温暖化を抑制すると共に，生物多様
性を高め，人の暮らしを豊かにする沿岸域づくり
を目指す．

• この環境価値の「見える化」は，環境価値を高める
管理方策を多様な利害関係者間で協議する時の
コミュニケーションツールとして役に立てること
もできる．

• BC生態系による吸収源対策をより一層促進させ
るために，コベネを考慮したクレジットや基金の
枠組みについても検討を開始している．

22%

3%

食料供給の得点化のための概念モデル

ブルーカーボン生態系の環境価値の定量化に関する研究
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i
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i R

X
x

X
=

基準値の定義
過去５年間で同じ水域内の干潟で得られた
調査結果の最大値（水域における理想の状態）

基準値（100点の状態）を用いて規格化

指標の観測値

食料供給（漁獲量） 観光（入込客数）

規格化された値（指数）の意味
対象水域内で「理想の状態（100点の状態）」
に対して，どの程度かを示す数値

得点化

研究内容： 自然環境・社会環境を考慮した生態系サービスの評価手法の開発

観測値の規格化

基準値

得点の求め方

（現況指数＋近未来指数）
２得点＝ ×１００

本手法のポイント

既往のサービスの評価手法では，現況の状況のみで評価す
るのに対して，本手法では，過去からのトレンドと圧力・復
元力を考慮して近未来を推定し，現況と近未来の平均を得
点として評価（Ocean Health Indexの考え方を参考）

ブルーカーボン生態系の環境価値の定量化に関する研究
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得点の経済価値化

比較評価法の提案

• 複数のサービスを、簡便に評価でき、安定かつ
数量に反応した結果を得やすい表明選好法

水質浄化

食料供給

観光・レク

環境教育

憩いの場

市場価格法，顕示選好
法で求めることができる
サービス

市場価格法，顕示選好
法で求めることができ
ないサービス

昔からの特別な場

種の保全

温暖化抑制

研究

比較評価法の概要

研究内容： 自然環境・社会環境を考慮した生態系サービスの評価手法の開発

ブルーカーボン生態系の環境価値の定量化に関する研究



20

• アンケートでは基準値（100点の状
態）の経済価値を推定

• 各サービスの経済価値の大きさから，価値

の重み（%）を算定→パイチャート化

経済価値の推定

サービスの大きさ
＝100点の状態の経済評価額×得点/100

色塗り部分が
サービスの大
きさ（経済価
値）

比較評価法の結果 得点と融合

生態系サービスの
“見える化”

研究内容： 自然環境・社会環境を考慮した生態系サービスの評価手法の開発

ブルーカーボン生態系の環境価値の定量化に関する研究



成果の普及等
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■成果の普及
（分担執筆）

■本手法のハンドブック化
（令和4年度 日本沿岸域学会出版・文化賞受賞）

■YouTube（国総研YouTubeチャンネル）

■成果を英文ジャーナルへ積極的に投稿

ブルーカーボン生態系の環境価値の定量化に関する研究



交通政策審議会答申（令和2年8月）
『今後の港湾におけるハード・ソフト一体となった総合的な防災・減災対策のあり方』
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交通政策審議会答申（令和2年8月）
『今後の港湾におけるハード・ソフト一体となった総合的な防災・減災対策のあり方』
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気候変動に起因する外力強大化への対応



気候変動の影響（高潮・高波）

IPCC第6次評価報告書等の気候変動についての指摘

⚫ 平均海面水位が上昇

⚫ 日本に来襲する台風の個数は減少

⚫ 海面水温が上昇し，強い勢力を保ったままの台風が日本に来襲

将来の防災・減災対策を考えるにあたっての課題

⚫ 港湾施設の設計外力のレベル（50年確率波）の変化が不明

⚫ 高潮・高波による浸水等のリスクの変化が不明

背 景

⚫ 大規模アンサンブル気候予測データセット（d4PDF）を用いて，将来気候（4度上
昇シナリオ）での確率台風モデルを構築．

⚫ 確率台風モデルを用いた高潮推算・波浪推算により，将来気候における確率潮
位偏差・確率波高を評価．

目 的

24



気候変動の影響（高潮・高波）

【確率台風モデル】
⚫ 大規模アンサンブル気候予測データセットd4PDFの結果を用いて，モデル毎に構築した1,000
年分の確率台風モデル（＊） →湾毎に影響する台風を抽出（中心気圧980hPa以下）．

⚫ 現時点では，RCP8.5（4度上昇）の将来気候６モデル，現在気候２モデル（過去実験＆観測値）を
対象．

【過去実験】

【CC】

確率台風モデルの中心気圧の中央値の平面分布

確率台風モデルの抽出範囲

観測値
d4PDF

(過去実験)

d4PDF

(MI)

d4PDF

(HA)

d4PDF

(CC)

d4PDF

(GF)

d4PDF

(MP)

d4PDF

(MR)

東京湾 231 622 390 519 431 547 307 356

伊勢湾 373 696 420 599 545 596 525 434

大阪湾 711 1311 689 1052 1046 1094 1148 857

三大湾合計 1315 2629 1499 2170 2022 2237 1980 1647

年平均 1.3 2.6 1.5 2.2 2.0 2.2 2.0 1.6

現在気候 将来気候

確率台風モデルの抽出数

【観測値】

【GF】 【HA】

【MI】 【MP】 【MR】

現
在
気
候

将
来
気
候

【CC】大気科学研究所 【GF】地球物流流体研究所
【HA】気象ハードレーセンター 【MI】海洋研究開発機構
【MP】マックスプランク研究所 【MR】気象庁気象研究所
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気候変動の影響（高潮・高波）

【確率台風モデルの例】

【過去実験】 【MI】

現在気候 将来気候

26



気候変動の影響（高潮・高波）

【高潮推算結果】
⚫ 将来気候の確率潮位偏差は，現在気候（過去実験）と比較して大きいとは限らない．
⚫ 将来気候６モデルの解析結果は，モデルの違いにより予測結果に幅がある．

確率潮位偏差の増大率（基準：現在気候（過去実験））

大阪湾 伊勢湾 東京湾

【横浜港】

【名古屋港】

【三河港】

【大阪港】

【淡輪港】

【千葉港】

27※ 注意： 現在実施中の研究の暫定的な検討結果を示しており、今後更新される予定です。



港湾施設における適応策

【順応的な適応策の概要】
⚫ 気候変動の影響が生じてからの対策では，潜在的な災害リスクが増大
⚫ 施設の供用期間，LCC，予測結果の不確実性等を踏まえた段階的な事前対策が必要
⚫ 順応的対策（段階的な事前対策）を考慮した新規断面・改修方法の検討
⚫ 将来気候の予測は，モデルの差異，予測誤差，温暖化シナリオの差異があり，予測結果
は不確実 → 将来予測の更新により，適応策計画・LCMの更新

外
力
レ
ベ
ル

設
計
レ
ベ
ル

現在 将来

適応策
開始

適応策
完了

外力レベル
の予測幅

想定する
外力レベル

適応策計画
の更新

外力レベル
の予測幅
（更新後）

将来予測
の更新

28



港湾施設における適応策

【出典】大阪府河川構造物等審議会資料

ケース１ ： 当初から将来予測結果に対応
ケース２ ： 土木施設のみ当初から将来予

測結果に対応
ケース３ ： 当初は将来予測結果への対応

なし

【他施設（水門）での検討事例】
⚫ 将来気候が予測どおり推移した場合，当初から将来予測結果に対応した施設を整備す
るケースと比較して，基礎等の土木施設のみ当初から対応するケースの工事費は大き
く変わらないが，基礎等の土木施設を途中から対応させるケースは工事費が増大する．
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【適応策の単価の試算】
⚫ 設計事例集などを参考に，代表施設の基本断面を設定．
⚫ まずは，事前対策・事後対策を組み合わせた順応的な適応策ではなく，簡易な適応策．
⚫ 基本断面に対して，潮位（天文潮位＋海面水位上昇量＋高潮偏差）・波高の増大量に応
じた単価を試算． → 今後は，他の施設に適用可能な算定式を検討予定．

【護岸の一例】嵩上げ＋腹付け

※ 注意： 現在実施中の研究の暫定的な検討結果を示しており、今後更新される予定です。

港湾施設における適応策
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交通政策審議会答申（令和2年8月）
『今後の港湾におけるハード・ソフト一体となった総合的な防災・減災対策のあり方』
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交通政策審議会答申（令和2年8月）
『今後の港湾におけるハード・ソフト一体となった総合的な防災・減災対策のあり方』
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●2018年台風21号、2019年台風15号・19号では、コンテナの倒壊被害・漂流被害が発生。

●台風時のコンテナの耐風対策および漂流対策について、定量的な評価が必要。

●コンテナ模型を用いた実験を実施し、台風等の強風時を対象としたコンテナの漂流防止柵の設計
手法、コンテナの固縛方法などを検討。

コンテナの漂流実験・耐風実験

コンテナの強風による倒壊
（2018年台風21号・大阪港） コンテナの漂流

（2018年台風21号・神戸港）

【撮影】
港湾空港技術研究所
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▽高潮潮位

風や波浪が作用した場合の柵の必要高

▽波浪 hp

強風・吹送流・波浪に伴うコンテナの挙動や柵に作用する外力

強風・吹送流・波浪の向き

漂流対策実験

（捕捉実験） （衝突実験）

風上風下

風上側
に倒壊

耐風対策実験

漂流方向

コンテナの漂流実験・耐風実験
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●風・流れ・波浪を発生させる送風装置、回流装置および造波装置により、台風などによって引き起
こされる強風・高潮・高波を同時に再現できる風洞水槽として国内最大級の施設。

●風洞水槽内に風・流れ・波浪を発生させ、高潮の要因の一つである風に伴って発達する吹送流や風
波の発達メカニズムの解明、コンテナの漂流対策・耐風対策の検討などを実施。

1.3

整流板
Flow straightener

送風装置
Blower

消波装置
Wave absorber

測定部
Measurement site

水路端
Channel end

排水口
Drain

注水口
Filling port

吹込口
Air inlet

回流装置
Circuit pipeline

18.0 28.5 15.0 4.5

1.5

2.0

5.0

66.0

平面図
Plan 
view

側面図
Side 
view

単位：m （ Unit in meter ）

造波装置 Wave Maker

規模

【全長】 66m
【測定部】
長さ 28.5m

×高さ 1.3m
（高さ2.0mに改造予定）

×幅 1.5m

送風
装置

最大風速 30m/s

回流
装置

出力 30kW
最大流量 0.2m3/s

造波
装置

ピストンタイプ
出力 1.8kW
最大波高 0.04～0.23m
周期 0.5～4.0s
（水深 0.4m 時）

施設の概要

（参考） 台風防災実験水路
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交通政策審議会答申（令和2年8月）
『今後の港湾におけるハード・ソフト一体となった総合的な防災・減災対策のあり方』
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交通政策審議会答申（令和2年8月）
『今後の港湾におけるハード・ソフト一体となった総合的な防災・減災対策のあり方』
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臨海部の安全性と災害対応力の更なる向上



『みなとオアシス』とは

37
国土交通省HPより



今後の『みなとオアシス』の展開について

38

【 『みなとオアシス』の今後の新しい展開の可能性 】
1 防災等多様な機能に対応するみなとオアシス
2 港湾協力団体への展開
3 社会関係資本、サードプレイスとしてのみなとオアシス
4 エリアマネジメントとしてのみなとオアシス
5 官民連携ツールとしてのみなとオアシス

国総研資料No.1201（令和4年3月）より

『みなとオアシス』を防災
拠点として活用した事例

波となぎさNo21
（令和4年8月）




